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国・地域を問わず深刻化する財政難や、
尐子高齢化の進展により、わが国の地域、
とりわけ地方圏の中山間地域は、地域活力、
さらには地域コミュニティ自体の維持にお
いても難しい局面に差し掛かっている。国
土交通省と総務省が平成 18 年度に行った
調査の中でも、10 年以内に機能の維持が困
難な状態に陥る可能性のある集落が約
9,000、消滅の可能性がある集落が約 2600
に達するという結果が示されている（水谷
利亮「「限界集落」と地域づくりに関する事
例分析」（高知短期大学『社会科学論集』 97）。
一方、中山間地域に関しては、食料生産や
里山の維持管理など、国土保全や安全・安
心な国民生活の維持のために欠くことので
きない役割を果たしているといわれており、
その担い手としての地域コミュニティの維
持は、今後の重要な課題とみなされている。 
上述のような問題意識を背景として、近
年、持続可能な地域づくり、集落形成に向
けた示唆を得るべく、事例研究を中心とし
た研究・提言が活発化している。上記水谷
論文では、熊本県水俣市の「村丸ごと生活
博物館」、京都府の「ふるさと共援活動」、
および長野県阿智村の集落計画作りの活動
を紹介・分析している。それらの事例分析
のまとめとして、①集落住民が自分たちの
生活や地域をどうしたいのかをイメージし、
主体的に現状・課題を考え・議論すること、
②地域づくり計画を策定し、それに基づい
た地域づくりの推進、③府県や市町村の組
織的な支援、行政職員による人的サポート、
④集落と都市との連携により、外部との協
力・協働などの重要性を指摘している。阿
智村の取り組みに関しては、同村の村長の
岡庭一雄氏の講演「阿智村が全国に伝えた
い「地域主権」論～自治と協働のむらづく
り～」（岐阜経済大学地域経済研究所『地域
経済』29）でも紹介されている。 
小田切徳美「集落再生の新たな方向性を
考える～西日本から東北へのメッセージ
～」（(財)東北開発研究センター『東北開発
研究』156）では、西日本における新たなコ
ミュニティの取り組み事例を紹介しつつ、
新たな活力あるコミュニティが具有する性
質を 4 つの観点から整理している。すなわ
ち、①総合性（コミュニティが役場の総合
性を兼ね備えている）、②二面性（コミュニ
ティの活力維持の過程で経済活動に乗り出
す）、③補完性（集落が守りの自治を行い、
コミュニティが攻めの自治を行う）、④革新
性（家父長中心の寄り合い組織における意
思決定から、夫婦単位での参加・意思決定
への転換）などの特徴を指摘している。そ
の上で、集落再生の上では地域産業の構築
の重要性を指摘し、第６次産業型経済、交
流産業型経済、地域資源保全型経済、小さ
な経済（大幅な追加所得を追い求めず、着
手可能なことから実施していく）をキーワ
ードとして指摘している。 
一方、高齢化が進展する過疎地域におい
ては、次世代を担う若年人口の確保も大き
な課題である。石川雅信「子供の生育と地
域社会～奄美大島の事例を中心に～」（明治
大学政治経済学部『政経論叢』第 78 巻第 3・
4 号）は、持続的に高い出生率を維持して
いる奄美大島における子育ての実態を、フ
ィールド調査から分析している。それによ
ると、当地域では子育ての負担を親のみに
負わせず、家族・地域・公共機関が連帯し
支えあって子育てに参画する志向が強く、
そのことが高い出生率と密接に関連してい
ることを明らかにしている。 
上記のような事例研究を見ていくと、地
域コミュニティの持続的な活性化のために
必要な共通要素として、地域づくり、町お
こし、あるいは人材育成といった生活の諸
側面において、住民の主体的な参画が存在
することがわかる。また、しばしばそうし 
 
た参画・協働の実現に向けた触媒として、
自治体等の公的セクターが効果的に関与し
ていることが伺える。 
今回は主として中山間地域における地域
コミュニティ活性化に焦点を当てた研究を
見てきたが、実はこのような参画・協働に
よる地域コミュニティ活性化の問題は、中
山間地域に限定した問題ではなくなりつつ
ある。今日、都市部においても高度成長期
に急速に流入した世帯の高齢化などにより、
地域コミュニティの果たすべき役割が再び
注目を集めるようになってきている。コミ
ュニティの活力維持の問題は、大都市圏に
とっても「他山の石」ではなくなりつつあ
る。高度成長期の大幅な人口流動が、都市
部にも中山間地域にもコミュニティ維持の
問題を投げかけつつある今日、事例研究、
さらには、より実証的な研究の蓄積等を通
じて、持続可能性のある地域づくりのため
の処方箋を、より的確に描いていくことが
求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
